
秋田県ＤＸ推進計画について【概要】
【策定趣旨】

　人口減少をはじめとした地域課題の解決を図りつつ、社会

経済の変化に対応しながら本県が力強く歩んでいくために、

デジタル技術の活用による社会の変革や新たな価値の創出を

図るＤＸ推進のための計画を新たに策定する。

【推進期間】

　令和４年度～令和７年度（４年間） 

　【現状と課題】

　 ・全国のすう勢を上回る人口減少と少子高齢化

　 ・県内総生産の伸び悩み

　 ・人手不足がひっ迫、労働力が将来的に減少

　 ・県民のインターネット利用は全国と格差

　 ・県内企業のＩＣＴへの対応の遅れ

 【デジタル化の動向】

　・Society5.0、ＤＸの推進

　・ＡＩ、ＩｏＴ、ロボット技術の進展

　・テレワーク、オンライン会議の浸透

　・デジタルツイン、メタバースの進展

　・ブロックチェーン技術の発展

計画の理念

「デジタルデバイド解消、人に優しいデジタル化」の推進によ

り、本県が目指す将来の姿である「高質な田舎」と、いつでも、

どこでも、県民一人ひとりがそれぞれのニーズに合ったサービ

スを選ぶことができる社会の実現を目指します。

重要な視点

利用者ファースト

データ活用による価値の創出

人　材　育　成

施策の柱と取組

　　　　　　　　　　環境基盤
行政、産業、くらしの各施策の柱を支える環境基盤の整備・充実を図る。

・企業や行政の職員等の研修などによるデジタル人材の確保・育成

・“デジタル化の地産地消”に向けた県内企業と県内ＩＣＴ企業のマッチング支援

・携帯電話やラジオ放送不感地域の解消への支援、５Ｇ等の新たな情報通信基盤整備の推進

・高齢者向けスマートフォン操作体験会の実施、高齢者をサポートする体制づくり

・学術研究機関等との連携によるヒューマンインタフェースの研究開発の推進

目指す将来像

 【国の施策等の動向】

　コロナ禍を踏まえ社会のデジタル化を強力に推進

　・デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針(R2.12)

　・デジタル庁（行政ＤＸの司令塔）の設置(R3.9)

　・デジタル田園都市国家構想実現会議の設置(R3.11)

　・デジタル臨時行政調査会がデジタル原則を策定(R3.12)

○ あらゆる分野においてデジタル技術の実装が進むことで、行政サービスの向上、地域産業の生産性向上や

　 競争力強化、県民生活の様々な場面における利便性の向上を目指す。

○ 人口減少や過疎化の進行等の本県が抱える課題への対応や、食料供給や再生可能エネルギー、魅力的な観

　 光コンテンツ等の本県の優位性を生かした取組を進める。

　・農林水産業の自動化、省力化による生産性の向上  ･データ分析等に基づく自立した稼ぐ観光エリアの形成

　・デジタル技術の活用による医療の均てん化と福祉サービスの更なる充実　　

　・電力使用のスマート化による再生可能エネルギーの利用促進　　等

【例】

【施策の柱】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   【取組の分類】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【主な取組】

　　　　　 【行政】～デジタル・ガバメント～
行政手続にユーザー視点を取り入れ、県民の利便性向上や行政事務の効率
化を図る。
 

　　　　　 【産業】～ 県内産業のＤＸ ～
ＤＸの実現に向け、一層のデジタル化の促進による産業の生産性向上と競
争力強化を図る。

　　　　　 【くらし】～ デジタル社会 ～
医療、交通、教育をはじめ、県民生活の様々な分野のデジタル化を促進し、
利便性の向上を図る。

（１）行政手続のオンライン化

（２）マイナンバーカードの普及・活用

（３）行政事務の効率化と働き方改革

（４）情報システムの最適化

（５）オープンデータ化の推進

（６）市町村のデジタル化の推進

（１）デジタル技術を活用した医療・福祉の推進

（２）デジタル技術の活用による地域公共交通の

　　　利便性向上

（３）防災情報の充実・高度化

（４）教育のＩＣＴ化の推進

（５）オンラインを活用した文化芸術の推進

（６）ＡＩの活用等による地域振興

・電子申請サービスの充実、手数料等へのキャッシュレス納付の導入

・県・市町村・民間事業者等の連携によるマイナンバーカードの普及啓発

・ＲＰＡやＡＩなど先進的な技術の導入による業務改善の推進

・庁内情報システムの調達時審査及びシステムの統廃合等の推進

・オープンデータ公開用ウェブサイトの構築とデータ公開の推進

・市町村の基幹系業務システムの標準化及び導入支援、情報セキュリティクラウドの運用

・急性期診療ネットワークの構築に向けた支援、オンライン診療の実証に対する支援

・バスロケーションシステムやＡＩオンデマンドタクシーの導入等への支援

・総合防災情報システムの更新・整備（省庁システムとの連携、地理情報システムの導入等）

・高校普通科へのデジタル探究コースの設置やグローバル企業と連携したデジタル教育の推進

・オンラインを活用した文化芸術イベントの実施、美術館等のデジタルコンテンツの充実

・ＡＩの活用等による移住相談対応の充実と地方移住関心層等に対するアプローチの強化

・行政手続の電子化率(％)　　　　　　　　59.6(R3)→100(R7)

・オープンデータ化した県有データ数〔累積〕(件) 87(R2)→200(R7)

・電子決裁率(％)　　　　　　 　　　　 　83.3(R3)→100(R7)　 等

・ＩｏＴ等を導入した企業の割合(％)　　　 　27(R元)→43(R7)

・操業情報のデータ化を実施する漁業者数(人)　11(R3)→34(R7)

・延べ宿泊者数(千人泊)　　　　　 　　  2,546(R2)→3,800(R7) 等

・県内情報関連産業の売上高(億円)　　　 　　296(R2)→434(R7)

・携帯電話のサービスエリア外地域の地区数(地区) 28(R2)→16(R7)

・庁内等デジタル人材育成研修受講者数(人) ４か年累積 1,600     等　　

・急性期診療ネットワーク参加医療機関数(病院)   ５(R3)→22(R7)

・デジタル技術を活用した利便性の向上等に取り組む交通事業者数

　(事業者)　　　　　　　　　　　　　　　　２(R3)→10(R7)

・秋田県への移住者数〔県関与分〕(人)　　 576(R2)→800(R7)　 等
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（１）産業の生産性向上と競争力強化

（２）スマート農林水産業の推進

（３）デジタル技術を活用した観光施策の推進

（４）ＩＣＴ建設工事の拡大

（１）デジタル人材の確保・育成

（２）ＤＸを支える情報関連産業の振興

（３）デジタルインフラの整備促進

（４）デジタルデバイド対策の推進

・実証プロジェクトの実践によるＤＸ先行事例の創出、デジタルリテラシー向上への支援

・製造業やサービス業等のＩｏＴ等の技術導入による生産性向上や新事業創出等の取組への支援

・スマート農業の普及拡大、漁業情報等のデジタル化と水産物のオンライン販売体制の強化

・観光デジタル情報プラットフォームの構築、デジタル技術活用による観光事業者の経営改善支援

・３次元設計による建設生産システムの導入、ＩＣＴ及びＩｏＴ技術の建設工事への活用促進

資料２

 ＤＸ戦略本部事務局

※内容の変更や取組事項の追加など必要に応じて計画を改訂する。 6



　Ｒ６年度

ＤＸ推進に向けた来年度の主な取組について
分野 　将　来　像

　

○様々な媒体を組み合わせた効
果的な県民との情報共有

○EBPMの定着による職員の政
策立案能力の向上と効果的・
効率的な施策の実施

○場所や時間にとらわれない多
様な働き方に対応し、より効
率的な業務ができる環境の構
築

○システム間の連携による事務
作業の省力化、効率化

○デジタルソリューション導入
による効率化や時間外労働が
常態化している部署の解消

　

これまでの取組

　

○多様な媒体による県政情報の発信
【総務部】

○電子申請の拡充や電子納付の導入、
二次利用しやすいオープンデータ
の充実等【企画振興部】

○行政事務の効率化及び情報の共有
を図るため、必要なソリューショ
ンの提供【企画振興部】

○電子決裁機能を有する文書管理シ
ステムの運用【総務部】

　

　

○クロスメディア広報の推進
　【新】県公式ＬＩＮＥ開設・運用 【総務部】

・ＬＩＮＥを広報に活用し、セグメント配信や防災・災害等の緊急時のプッシュ配信

○ＥＢＰＭの定着に向けたデータ利活用の浸透と推進
　【新】データ利活用推進事業 【企画振興部】

・ＥＢＰＭデータベース（Ｒ５構築）を活用した、ＥＢＰＭリテラシー向上を狙った各種研　
　修等の実施

○働き方の多様化に対応した環境の整備
【新】一人１台パソコン整備事業 【企画振興部】
・持ち運びが容易な可搬型一人１台パソコンの導入、職員の業務効率化に向けたコラボレー

ションツールの試験導入　

【新】行政ネットワーク再構築事業 【企画振興部】
・庁内どこでも可搬型一人１台パソコンによる業務を可能とするため、行政情報ネットワー

ク接続を無線ＬＡＮ化

○デジタル技術の活用による庁内業務の効率化
　【継】財務事務のＤＸ推進事業 【総務部、企画振興部、出納局】

・電子決裁化によるペーパーレスの推進と業務の効率化

【新】予算編成プロセスの電子化 【総務部】
・説明資料を電子化することによる紙資源の削減、説明（プレゼン）方法の多様化等　

【新】文書管理システム導入・運用事業 【警察本部】
・警察行政文書に係る業務の合理化・効率化、文書の適正管理、ペーパーレス化等
　

○デジタル技術活用の意識が醸
成され、あらゆる産業におい
てデジタル化が普及

○企業の生産性向上による労働
力不足の解消と競争力強化に
よる賃金水準の向上

○生育に応じた栽培管理による
気象変動・災害に強い産地へ
の転換

○データ分析等に基づく自立し
た稼ぐ観光エリアの形成

○建設現場へのデジタル技術の
活用による作業の効率化・高
度化と安全性の向上

　

○ＩｏＴやＡＩなど先進技術導入に
係る事例等の情報提供や研修の実
施【産業労働部】

○メタバース、ＡＲ等、先進技術で
課題解決を図る実証プロジェクト
の実践【産業労働部】

○公設試における次世代農業技術の
試験研究・開発【農林水産部】

○秋田観光ＤＭＰ構築に向けたモデ
ル地域（県内３市）での実証【観
光文化スポーツ部】

○建設機械のＩＣＴ化や３次元測量
等の取組への支援【建設部】

　

○地域のＩＣＴ企業によるＤＸ戦略策定の伴走型支援と実行に向けたフォローアップ
【新】地域密着型ＤＸ支援事業 【産業労働部】
・地域のＩＣＴ企業が商工団体・金融機関と連携し、企業の課題解決に取組みながら多様な

分野におけるＤＸ推進
　
○DXによる課題解決事例の創出
　【新】秋田DXソリューション創出支援事業 【産業労働部】

・DXによる課題解決のアイディアを募集し、その開発支援を実施
　

○異業種企業等の連携による先進技術を活用した取組の促進
 【継】企業連携による先進技術等活用促進事業 【産業労働部】
・ＲＰＡやデータの活用等を通じた生産性向上等を目指した異業種企業等が連携するワーキ

ンググループ活動を支援
　　

○気象災害を受けない産地づくり
 【新】新たな果樹産地創造事業 【農林水産部】
・頻発する気象災害に対し、一定の低温が予想される場合に情報発信を行う発芽開花予想プ

ログラムを開発・情報を公開し、災害等の未然防止対策を能動的に実施

○デジタル技術を活用した観光施策の推進
 【継】秋田県観光ＤＭＰ構築に向けた実証事業 【観光文化スポーツ部】

・秋田県観光ＤＭＰの活用によるＥＢＰＭの推進と稼ぐ仕組みづくり

○デジタル化による経営規模の拡大や生産性向上を目指す事業者の支援
 【拡】デジタルを活用した食のリーディングカンパニー育成支援事業 【観光文化スポーツ部】

・デジタルの活用を一つの柱として規模拡大や生産性向上を目指す事業者に対する助成

○建設現場におけるデジタル化の推進
 【継】建設ＤＸ加速化事業 【建設部】
・建設機械のＩＣＴ化に要する経費の助成

行

政

産

業
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　Ｒ６年度分野 　将　来　像

く

ら

し

これまでの取組

○高校生、大学生のＩＣＴ企業
への就業数が増加するなど県
内定着等に向けた取組が進展

○県内の情報関連産業を牽引す
るICT企業の創出

○県民誰もがデジタル化の恩恵
を享受し、人に優しいデジタ
ル社会の実現

　

環
境
基
盤

○学校と県内ＩＣＴ企業の連携によ
るデジタル人材の育成【産業労働
部、教育庁】

　

○庁内職員のデジタルリテラシー向
上のための各種研修の実施【企画
振興部】

　

○情報関連産業を牽引するＩＣＴ企
業の創出に向けた取組【産業労働
部】

　

○デジタルデバイド対策として、ス
マートフォンの操作体験会の実施
とデジタル活用サポーターの育成
【企画振興部】

　

○県民がデジタル技術を身近に感じ
ることができる体験型イベントの
開催【企画振興部】

○デジタル人材の確保・育成
【継】大学生等向け次世代デジタル人材育成事業 【産業労働部】
・県内大学生等の県内定着に向けた、ＩＣＴ企業と連携したインターンシップ受入プログラ

ムの実施等

【新】県内ＩＣＴ企業人材確保・育成事業 【産業労働部】
・首都圏大学キャリア担当者向け現地訪問ツアーや、県内情報関連産業への就職希望者等を

対象とした研修プログラム等を実施

 【継】デジタル人材育成事業 【企画振興部】
・庁内のデジタル人材育成に向けた役職別の各種研修の実施
　

○情報関連産業の強化
　【拡】デジタル牽引企業創出支援事業 【産業労働部】

・県内の情報関連産業を牽引するＩＣＴ企業への支援
・県内ＩＣＴ企業の成長戦略に基づく開発費や販路拡大費、資格取得費等を支援　
　

○人に優しいデジタル社会の実現
 【拡】高齢者向け｢デジタル生活｣わくわく体験事業 【企画振興部】
・高齢者向けスマートフォンの操作体験会のメニューを拡充し、全市町村の公民館等で開催

するほか、市町村等の要望に応じてイベント等と連動するなど柔軟に体験会を開催

 【継】Let'sコネクト！デジタル未来ふれあい事業 【企画振興部】
・県民がデジタル技術を身近に感じることができる体験型イベントの開催

ＤＸ推進に向けた来年度の主な取組について

○入学選抜手続きのデジタル化・オンライン化
【新】高校入試ＷＥＢ出願システム構築事業 【教育庁】
・ＩＣＴを活用した高校入試業務の効率化

○介護職員の負担軽減及び業務の効率化
【新】介護業務「カイゼン」推進事業 【健康福祉部】
・業務改善総合相談センターを設置し、介護ロボット導入相談やＩＣＴ人材の育成などを
　実施

○防災情報の充実・高度化
【継】次期総合防災情報システム整備事業  【総務部】
・災害による被害や避難に係る情報を国、市町村、防災関係機関、地域住民等と即時に共有

できる新しい防災情報システムの実施設計 

【新】災害対応力強化事業 【総務部】
・公共安全ＬＴＥを活用した公用携帯電話の配備、視覚障がい者や外国人向けの防災情報等

を提供可能なスマートフォンアプリの導入

【継】ＡＩ等によるダム管理支援システム 【建設部】
・ダム流入量予測を過年度実績からモデル化し、今後の降雨情報からＡＩ等で予測させるシ

ステムを全ダムに導入  　　

○動物にやさしい秋田の発信
【継】動物にやさしい秋田推進整備 【生活環境部】
・動物愛護センターから遠く離れた県北・県南地域においても収容動物やイベント等の情報
を認知できるよう、デジタルサイネージを導入

○デジタル技術の活用による新たな人の流れの創出
【継】メタバースを活用した移住相談体制強化事業 【あきた未来創造部】

・メタバース上での移住情報の発信や相談の実施　

○ＩＣＴの活用による教職員、保護
者の負担の軽減【教育庁】

○介護現場へのロボット・ＩＣＴの
導入支援【健康福祉部】

○LアラートやSNSなどの情報技術
を活用した防災情報の提供【総務
部】【建設部】

○デジタル技術を活用した動物愛護
及び管理の推進【生活環境部】

○AIやVR等デジタル技術を活用し
た移住サポートの充実【あきた未
来創造部】

　

○学校と家庭間の手続きに係る
負担の軽減、利便性の向上

○デジタル技術の活用による介
護従事者の負担軽減や業務効
率化、オンライン化による事
業者等の利便性の向上

○激甚化・頻発化や、大雨・地
震など同時発生の可能性もあ
る災害対応の迅速化

○適正飼養の普及啓発と譲渡の
推進

　

○デジタル技術を活用し、秋田
の暮らしや仕事への理解が深
まることによる新たな人の流
れの創出
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